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コンクリート塊の再資源化による二酸化炭素固定
建設リサイクルを通じた吸収作用の保全・強化の展望

曽　根　真　理・神　田　太　朗

コンクリートは，セメント水和物の炭酸化と呼ばれる現象によって，大気中の CO2 を固定する。特に，
コンクリート塊の再資源化は，短期間で大きな CO2 固定が可能であると見込まれる。しかしながら，定
量的な知見はほとんど無い。そこで，各都道府県の中間処理工場で採取した再生砕石を対象に全国調査を
実施し，CO2 固定量を求めた。調査の限りでは，コンクリート塊の再資源化による CO2 固定原単位は約
8.5 kg-CO2/t であった。この結果を用いると，平成 20 年度における年間の CO2 固定量は約 26 万 t に及び，
コンクリート塊を用いた再生材は代替材に比べて CO2 排出原単位が小さい。本調査により，コンクリー
ト塊の再資源化を通じて，建設リサイクルは循環型社会と低炭素社会の両立に資することが示された。
キーワード：二酸化炭素固定，建設リサイクル，コンクリート塊，再資源化，粒度

1．はじめに

地球温暖化は最も重要な環境問題の一つであり，あ
らゆる主体による対策が求められている。我が国にお
いては，京都議定書で約束された第一約束期間におい
て基準年に対する 6% の温室効果ガス排出量の削減を
達成するため，地球温暖化対策の推進に関する法律（平
成 10 年 10 月公布，平成 23 年 6 月最終改正）に基づ
く京都議定書目標達成計画（平成 17 年 4 月策定，平
成 20 年 3 月全部改定）が定められている。

京都議定書目標達成計画においては，建設分野に密
接に関連する対策として，エネルギー起源の二酸化炭
素（CO2）排出量を抑制する「建設施工分野における
低燃費型建設機械の普及」，非エネルギー起源の CO2

排出量を抑制する「混合セメントの利用の拡大」のほ
か，吸収作用の保全・強化として道路等における都市
緑化等の推進が示されている。

コンクリートは，都市緑化等と同様に，大気中の
CO2 を固定することが知られている。特に，建設分野
で発達している再資源化によって，CO2 固定速度の上
昇が期待される。しかしながら，コンクリート塊の
再資源化による CO2 固定量については知見が乏しく，
地球温暖化対策として有効であるかの定量的な判断は
困難である。

そこで，コンクリート塊の再資源化による CO2 固
定量を把握することを目的として，全国調査を実施し
た。本稿では，本調査の結果を紹介し，建設リサイク

特集＞＞＞　建設施工の地球温暖化対策・環境対策

ルを通じた吸収作用の保全・強化の展望を示す。

2． コンクリート塊の再資源化による CO2 固定

（1）コンクリートによる CO2 固定のメカニズム
セメント製造の焼成工程における脱炭酸，コンク

リートの練混ぜ後の水和反応を経て，コンクリート中
には，水酸化カルシウム（Ca（OH）2）等のセメント水
和物が生成する。セメント水和物は，pH が概して高
く，Ca（OH）2 で約 13 である。このため，コンクリー
トの微細な間隙を通じて表面から CO2 が内部に浸透
し，水中で炭酸イオン（CO3

2－）にイオン化すると，
酸塩基反応によって炭酸カルシウム（CaCO3）として
固定される。炭酸化の模式図を図─ 1 に示す。

コンクリートのライフサイクルを通した主な CO2

図─ 1　セメント水和物による CO2 固定の模式図
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動態は，以下の反応式で表せる。
・脱炭酸（セメントの製造）：

CaCO3 → CaO ＋ CO2� 式（1）
・セメントの水和（コンクリートの練混ぜ）：

CaO ＋ H2O → Ca（OH）2　等� 式（2）
・炭酸化（コンクリートの供用及び再資源化）：

Ca（OH）2 ＋ CO2 → CaCO3 ＋ H2O　等� 式（3）

（2）炭酸化がコンクリート構造物に及ぼす影響
炭酸化は，CO2 によって進行する中性化である。中

性化は，鉄筋コンクリート構造物の耐久性の観点で抑
制すべき現象である。その理由は，中性化がコンクリー
トの表面から徐々に進行し，鉄筋位置の pH がある一
定値まで低下すると，鉄筋が腐食・膨張し，ひび割れ
等の原因になるためである。

コンクリート塊は，通常，道路の路盤材等に用いる
再生砕石として再資源化される。よって，再資源化後
には鉄筋と一体の構造物として用いられることはない
ことから，再資源化時に炭酸化が進行したとしても，
耐久性の観点で問題が生じることはない。

（3）再資源化による CO2 固定速度の上昇
コンクリートの再資源化においては，再生砕石に望

まれる所定の粒度分布を得るため，解体後のコンク
リート塊の破砕，粒度調整が行われる。破砕，粒度調
整によって，CO2 固定速度は高くなると考えられる。
その理由として次の 3 つが挙げられる。
・コンクリートの比表面積の増大（図─ 2）
・炭酸化が進行していない新破断面の出現
・比表面積が大きい細粒分へのセメント水和物の偏在

3．全国調査

（1）調査方法
（a）試料採取
調査に供する再生砕石を，45 都道府県の 46 の中間

処理工場において採取し，指定の実験室に収集した。
採取試料の種類は再生クラッシャラン（RC40）を

基本とし，採取箇所は各中間処理工場のストックヤー
ドや製造ラインとし，原則，破砕直後に採取した。

採取した試料は，均質さを保ちながら，分析に必要
となる約 30 kg に縮分した。縮分した試料は厚手のビ
ニール袋とペール缶で密封し，大気との接触を断った
状態で指定の実験室に送付した。これらの手順は，試
料採取後の炭酸化の進行を防ぐため，手早く実施した。
なお，分析を実施するために一定量以上の細粒分が必
要であることから，縮分にあたって細粒分を優先した
試料もある。
（b）試験方法
試験項目及び参照した規格類を表─ 1 に示す。CO2

固定量の算定に用いる CaCO3 含有量のほか，炭酸化
の進行状況や各要因の影響を考察するための分析を実
施した。各項目の試験方法は次の通りである。

①粒度試験
粒度試験は，JIS A 1102「骨材のふるい分け試験方

法」に従って実施した。ただし，ふるい目の大きさに
ついては，対象試料である再生砕石の主な用途は道路
用の路盤材であるため，舗装再生便覧に従った。
②骨材及びセメント量試験（配合推定）

配合推定は，対象を粒径 20 mm 未満の試料とし，0
～ 5 mm の粒群と 5 ～ 20 mm の粒群に分けて実施し
た。なお，石灰石骨材が利用されていると考えられた
試料については，試験方法の性質によりセメント量を
過大に見積もってしまうため，結果の集計では除外し
た。

試験方法は，セメント協会コンクリート専門委員会
F-18「硬化コンクリートの配合推定に関する共同試験
報告」に従い，直接には不溶残分量，CaO 含有量を
求めている。

骨材量，セメント量は，不溶残分量及び CaO 含有
量の測定結果から，式（4），（5）によって推計した。

図─ 2　再資源化による CO2 固定速度の上昇の模式図
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表─ 1　試験項目及び分析において参照した規格類

分析項目
対象
試料

分析手法
（規格類）

結果の利用

① 粒度分布 0d
JIS A 1102，舗
装再生便覧

CO2 固定量との
関係

②
不溶残分

0d/2 粒群
セメント協会
F-18

セ メ ン ト 量 推
計，CO2 固定量
との関係CaO

③
CaCO3 0d，28d/…

2 粒群
示差熱重量分析

（TG-DTA）
CO2 固定量

Ca（OH）2 炭酸化の進行
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なお，式（4），（5）で得られる骨材量やセメント量は，
乾燥状態（水は結合水だけ）における配合割合であり，
示方配合における材料使用量とは異なる。

a ＝ um × 100ua
� 式（4）

c ＝ CaOm － a × CaOa ／ 100× 100CaOc
� 式（5）

ここで，a：骨材量，u：不溶残分量，c：セメント量，
CaO：CaO 含有量であり，添え字 a，c，m は，それぞれ，
骨材，セメント，コンクリート塊を表す記号である。
なお，骨材の不溶残分量（ua），CaO 含有量（CaOa），
及びセメントの CaO 含有量（CaOc）については，参
照した規格類に示される全国の平均的な試料の数値に
より設定した。
③熱分析（TG-DTA）試験

CO2 固定量を直接表す CaCO3 含有量，及び Ca（OH）2…

含有量については，熱分析（TG-DTA）によって測定
した。TG-DTA は，試料の温度を徐々に上げ，熱反
応による試料の質量変化を記録することで，特定の物
質の含有量を推定する方法である。

本調査では，450～500℃における質量変化をCa（OH）2…

中の H2O の脱水（式（6）），600 ～ 1,000℃における質
量変化を CaCO3 の脱炭酸（式（7））と見なして，そ
れぞれの結果により Ca（OH）2 含有量，CaCO3 含有
量を求めた。 

Ca（OH）2 －（450～500℃）→ CaO ＋ H2O ↑� 式（6）
CaCO3 －（600～1,000℃）→ CaO ＋ CO2 ↑� 式（7）
再資源化による CO2 固定量を求めるには，コンク

リート塊の破砕後の CO2 固定量の増加量を知る必要
がある。そこで，TG-DTA 用の試料は二つに分割し，
一方は試料収集後速やかに分析し，もう一方は試料
収集後に 28 日間の大気曝露を実施した上で分析した。
両者の差分により，破砕後のCO2 固定量の増分を求め，
再資源化による固定量とした（図─ 3）。なお，材料
試験と同様，TG-DTA も対象を粒径 20 mm 未満の試
料とし，0 ～ 5 mm の粒群と 5 ～ 20 mm の粒群に分
けて分析した。

大気暴露は，再生砕石工場における屋外での一般的
な製品の保管方法を再現した環境で実施した。具体的
には，温度約 20℃，湿度 40 ～ 70％の換気した実験室
内において平積みした状態で大気に曝した。28 日間
の暴露期間は，破砕後の製品の保管期間に関する再生
砕石工場に対するヒアリングの結果を参照して設定し
たものである。さらに大気暴露期間中は，国内におけ
る平均的な降雨頻度である一週間に 2 度の散水を実施
し，散水後の含水比を約 15％に調整した。また，大

気曝露中における室内の CO2 濃度を連続計測し，一
般大気中の CO2 濃度と同程度の 400 ppm 前後でほぼ
安定していることを確認した。

（2）調査結果
（a）粒度分布
図─ 2 に示した通り，CO2 固定量は粒度に依存する

と考えられる。そこで，採取した試料の代表性を粒度
の観点で確認するため，粒度試験の結果をコンクリー
ト塊の再資源化用途として最も大きな割合を占める
RC40 と比較した。その結果，多くの試料の粒度分布
は RC40 の望ましい粒度範囲に分布し，平均もこの範
囲に収まった。よって，採取した試料はコンクリート
塊の再資源化による CO2 固定量を把握する上で粒度
の観点で適切であると言える。なお，RC40 の望まし
い粒度範囲よりも細粒側に分布している試料も散見さ
れたものの，これは主として，分析に必要となる量の
試料を得るために，あえて細粒分を多めに採取した試
料もあったためである。
（b）配合推定
セメント量は CO2 固定の母材となるセメント水和

物量を規定するため，CO2 固定のポテンシャルに強い
影響を及ぼすと考えられる。そこで，採取した試料の
配合推定の結果を一般的なコンクリートの配合と比較
した。採取した試料の骨材量，セメント量は，それぞ
れ平均で，81%，14% と推定され，一般的なコンクリー
トの配合であった。また，試料間の配合の相違も僅か
であった。よって，採取した試料はコンクリート塊の
再資源化による CO2 固定量を把握する上で配合の観
点で適切であると言える。

図─ 3　再資源化による CO2 固定量の算出方法
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（c）コンクリートの再資源化による CO2 固定量
TG-DTA の試験結果から求めた CO2 固定量を図─ 4 

に示す。CO2 固定量は，粒度試験の結果によって 0 ～
5 mm，5 ～ 20 mm の CO2 固定量を重み付け，収集し
た再生砕石 1 t における 0 ～ 20 mm の粒群による固
定量として示している。

収集直後（0d），大気曝露後（28d）の CO2 固定量は，
それぞれ平均で，15.2，23.6 kg-CO2/t であった。破砕後
の CO2 固定量の増分（28d-0d）は，両者の差分として，
平均 8.5 kg-CO2/t であったが，試料によって大きく異な
り，全く固定が進まない試料から最大では 17.0 kg-CO2/t
を固定する試料まであった。

0 ～ 5 mm と 5 ～ 20 mm の粒群別の CO2 固定量の
増分（28d-0d）を比較すると，0 ～ 5 mm の粒群が全
体の 8 割近くを占めていた。

4．考察

（1）CO2 固定の効率に影響を及ぼす要因
破砕後の CO2 固定量の増分（28d-0d）と粒度の関

係を図─ 5 に示す。CO2 固定量の増分は，粒度分布
（5 mm 篩い通過質量百分率）と強い正の相関を示し

た。なお，セメント量とはわずかな相関しか示さなかっ
た。

セメント水和物による CO2 固定のメカニズムによ
れば，粒度は CO2 固定速度に影響し，セメント量は
主にCO2固定可能量に影響する因子である。すなわち，
炭酸化がセメント水和物の新破断面にとどまり，深
さ方向に進行していない状況においては，粒度が CO2

固定量に強い影響を及ぼすと考えられ，炭酸化が深さ
方向に進行するにつれ，CO2 固定量と粒度の関係は薄
れ，代わってセメント量の影響が強まると考えられる。
セメント量に関しては，値が大きいほど表面付近での
CO2 固定量は大きい一方，水密性が高まるために深さ
方向の炭酸化は抑制されると考えられることから，両
者が相殺することで，CO2 固定量との相関をほとんど
示さないものと推察できる。

従って，コンクリート塊の破砕後 28 日間程度では，
炭酸化の進行は表層におけるものが主であり，深さ方
向には限られているものと考えられる。CO2 固定量が，
固定の母材となるセメント水和物に占める割合（モル
比）で定義される「炭酸化度」に関する既存式（式（8））
を準用して，CaO，CaCO3 含有量から求めた CaO の
消費率は，28d の平均として，0 ～ 5 mm で 51.4%，5
～ 20 mm で 36.1% であった。

炭酸化度＝ CO2 ×100（％）CaO × MCO2 ／ MCaO
� 式（8）

ここで，M：化学量（CO2 ＝ 44，CaO ＝ 56）である。

（2）CO2 固定が CO2 排出量の評価に及ぼす影響
（a）建設リサイクルによる一年間の CO2 固定量
コンクリート塊の破砕後の CO2 固定原単位（8.5…

kg-CO2/t）を用いて，我が国のコンクリート塊の再資
源化による CO2 固定量を推計した。結果を表─ 2 に
示す。

CO2 固定原単位が一定であれば，CO2 固定量はコン
クリート塊の再資源化量の経年変化に従って推移す
る。コンクリート塊の再資源化量は，平成 7 年度以降
続く発生量の減少と，再資源化率の上昇傾向の結果と
して，平成 14 年度にピークを迎え，近年は減少傾向
である。

平成 20 年度のコンクリート塊の再資源化量は 3,043
万 t である。これらが 8.5 kg-CO2/t の CO2 を固定し
ているとすると，一年間の CO2 固定量は約 26 万 t で
ある。

26 万 t は，コンクリート塊と同様に CO2 を固定す
る都市緑化による一年間の CO2 固定量（約 70 万 t）
の 4 割近くに相当する。さらに，式（8）によって求図─ 5　再資源化による CO2 固定量の増分と粒度の関係
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めた CaO の消費率は，工夫次第では，現在の 4 倍程
度の CO2 固定が最大で可能であることを示している。
（b）再生砕石の CO2 排出原単位
我が国では，再生砕石の原料としてコンクリート

塊のほかにアスファルト・コンクリート塊（As・Co
塊）が従来利用されている。従って，コンクリート塊
と As・Co 塊の再生砕石への投入比率を考慮すること
で，再生砕石 1 t あたりの CO2 固定原単位が算出され
る。近年は，建設廃棄物の用途が，コンクリート塊で
あれば再生砕石，As・Co 塊であれば再生加熱アスファ
ルト混合物と区別されつつあり，再生砕石の原料とし
てはコンクリート塊の割合が上昇している。その結
果，再生砕石のCO2 固定原単位は増大する傾向であり，
平成 20 年度は 7.5 kg-CO2/t であった。砕石（新材），
再生砕石の CO2 排出原単位は，熱エネルギー利用な
どによる排出量を積み上げたのみの場合，同程度であ
ると考えられる。従って，CO2 固定の影響を考慮すれ
ば，再生砕石の CO2 排出原単位は砕石（新材）より
小さい。

5．おわりに

本稿では，コンクリート塊の再資源化による CO2

固定量に関する全国調査について紹介し，建設リサイ
クルが CO2 の吸収作用の保全・強化に果たしている
役割について示した。

本調査により，コンクリート塊の再資源化は年間
26 万 t に及ぶ CO2 を固定しており，地球温暖化対策
として京都議定書目標達成計画にも位置づけられてい
る都市緑化等と比較しても，無視できない CO2 固定
効果を発揮していること，再生砕石等の再生材の CO2

排出原単位は，CO2 固定を考慮すると代替品に比べて
小さいことが明らかとなった。すなわち，コンクリー

ト塊の再資源化は，循環型社会と低炭素社会の両立に
資することが示された。

さらに，再資源化方法の工夫次第では，CO2 固定量
を現状の 4 倍程度まで高めることも可能であることが
示唆された。すなわち，コンクリート塊の再資源化に
よる CO2 固定は，低炭素化への更なる貢献が期待さ
れる対策であると言える。

今後は，CO2 固定を促進する再資源化手法について
研究を進めるとともに，原位置における簡易な CO2

固定量の判定手法の開発に取り組むこととしている。

謝辞：本稿で紹介した全国調査の実施にあたって，試
料収集については，サンプルをご提供頂いた全国の再
生砕石工場，その依頼にご協力頂いた公益社団法人全
国産業廃棄物連合会及び各都道府県産業廃棄物協会の
方々にお世話になった。ここに記して謝意を表す。本
調査は，国土交通省国土技術政策総合研究所の総合技
術開発プロジェクト「社会資本のライフ・サイクルを
とおした環境評価技術の開発（プロジェクトリーダー：
岸田弘之）」において，建設資材の CO2 排出原単位を
作成する一環として実施したものである。
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表―2　再資源化による CO2 の年間固定量及び固定原単位の推移

年度

コンクリート塊の一年間の CO2 固定量 再生砕石の CO2 固定原単位
Co 塊の再資源化量（1）

in 1,000 t
年間の CO2 固定量（2）

in 1,000 t/year
As・Co 塊の再生砕石
への投入量（3）

in 1,000 t

再生砕石への投入量の
Co 塊割合（4）

in mass%

再生砕石のCO2 固定原…
単位（5）

in kg-CO2/t
  H7 23,590 201 21,435 52.4 4.5
H12 33,940 289 16,104 67.8 5.8
H14 34,250 291 14,529 70.2 6.0
H17 31,550 268 10,854 74.4 6.3
H20 30,430 259   4,050 88.3 7.5
根拠 建設副産物実態調査 8.5 ＊（1） アスファルト合材統計年報 （1）／（（1）＋（3））＊ 100 8.5 ＊（4）/100
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